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序論 
 職場（workplace）は人々がともに働く場所である。職場は以下の 3点で重要である。 

1. 再分配（redistribution）：経済的地位が異なる人々が接触することで、恵まれた者か
らそうでない者へと社会関係資本や人的資本が伝達される。 

2. 統合（integration）：経済的地位が異なる人々どうしが接触する場所となり、偏見の
減少、集団の連帯につながる。 

3. 関係性（relationality）：経済的地位の異なる者どうしで資源配分が行われる場であ
る。同じ職場に属するものは職場の資源配分へと関与するため、所得の異なる者が
同じ職場に属していれば、低所得層への資源配分も起こりやすくなるだろう。 

 これまで、ジェンダーやエスニシティによる職場の分離やその変化は多く研究されてき
た一方、勤労所得による分離（earnings segregation）に関する研究は少ない。本研究では、
高所得国における職場間分離の程度およびその変化を、とくに高所得層に注目して明らか
にする。 

 

賃金職場分離 Workplace earnings segregation 
 賃金分散に占める職場間分散の割合が大きくなっていることを示した関連研究は多い
（Tomaskovic-Devey et al. 2020など）。このような研究では、全体の賃金分散を within-

workplaceと between-workplaceに分割するのが主要なアプローチである。 

 それに対して、本研究の関心は分離を測定することにある。具体的には、高所得層が同
じ職場で他の所得層の人々とどの程度接触するのかという関係的な関心にもとづく。した
がって、賃金分散を分解するというアプローチではなく、高所得層と低所得層が互いにど
の程度異なる職場で働いているのかを分析する。 
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データ 
 12か国から得た Administrative dataを用いる（Comparative Organizational Inequality 

Network database; COINと呼ぶ）。対象国は自由主義経済（Canada）、社会民主主義経済
（Denmark, Norway, Sweden）、コーポラティズム（France, Germany, the Netherlands）、南欧
（Spain）、資本主義経済への転換国（Czechia, Hungary）、アジア（Japan and South Korea）
の多様な高所得国を含み、観察期間は最長で 1990年から 2019年。データはいずれも
Employer-employee data（事業所識別番号のついた個人レベルサーベイまたは税務データ）
であり、Workplace earnings segregationを明らかにすることができる。 

 
 

結果 1：高所得層の孤立傾向 
以下の暴露（ないし孤立）指標を用いて、職場間所得分離の程度を測定する。 
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この指標は、ある所得グループ gに属する個人が、異なる（または同じ）グループ hに属
する人とどの程度同じ職場で働いているのかを示す。 

- 異なるグループ間でこれを用いる場合には、ある所得グループ gが別の所得グルー
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プ hと比べてどの程度職場での暴露が多いかを表す。 

- 同じグループどうしでこれを計算する場合には、ある所得グループ gが同じ所得グ
ループ gとどの程度職場での暴露が多いか（似た者どうしが同じ職場にいる傾向が
強いか）を表す。 

 

 

Figure 1: 1990～2020年にかけての top 1%の top 1%への暴露指標（A）および top 10%の top 

10%への暴露指標（B）の推移 
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 Figure 1より、Top 1%の孤立傾向は多くの国で高まっているが、日本、韓国、ドイツで
はこの傾向は見られない。これは、これらの国の調査はサンプルサイズが少ないことやト
ップコーディングの処理に由来している可能性がある。そこでよりロバストな指標として
Top 10%の孤立傾向についても見てみると、すべての国で Top 10%の孤立傾向が強まって
いることがわかる。 

 Figure 2より、Top 1%/10%は bottom 25%への暴露を減らしている。以上から、高所得層
は以前よりも職場で高所得層とより接触しやすく、低所得層とはより接触しにくくなって
いるといえる。 

 

 

Figure 2 1990～2020年にかけての top 1%の bottom 25%への暴露指標（A）および top 10%

の bottom 25%への暴露指標（B）の推移 

 

 Figure 4は、すべての国をまとめて一年あたりどの暴露指標がどの程度変化しているの
かを示している。高所得グループ（例：D10）からみると、低所得グループとの接触が減
り、高所得グループとの接触が増加している。他方、低所得グループ（例：D1）からみる
と、高所得グループとの接触が減り、低所得グループとの接触が増えている。総じて、高
所得層の孤立（top earner isolation）がこの 30年間で強まったといえる。 
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結果 2：高所得層の孤立傾向を促した要因は何か 
 なぜ高所得層の孤立傾向が強まったのか？これを説明するメカニズムとして、（1）地理
的ないし産業の構成変化、（2）脱産業化、金融業の躍進、（3）職場の再編（downsizing）、
（4）グローバル化、（5）デジタル化、といったメカニズムが挙げられる。 

 以下の分析では、workplace levelと country levelの分析を両方用いながらメカニズムに接
近する。Workplacel level（within-country）の分析は統計的な検出力は優れているが、今回
の問題関心においては、ある職場での segregationの変化は、別の単位での segregationの変
化に寄与するといったようなスピルオーバーがあり（たとえば解雇された労働者が別の職
場に移る）、こうしたスピルオーバーを十分考慮できないという問題がある。他方で、
Between-countryの分析はこうしたスピルオーバーを加味して、全体として国全体の傾向を
見るのには優れているが、統計的な信頼性には劣る。そこで、両者を補完的に用いなが
ら、個別のメカニズムが当てはまるかどうかを検討していく。 

 

地理・産業の構成変化 Geographic and sectoral employment shifts 
 ここで主に検証される説は以下の 2つである。 

- 地理的分極化 Geographic polarization：従来の第二次産業都市に代わるハイテク都
市の出現や Global cityなどの議論にもとづけば、特定都市への高所得層の集住によ
って高所得層の孤立傾向が強まると予想できる。 

- 産業の構成変化 Shift in industry composition：高所得層と低所得層が近い職場にい
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る必要性の高い製造業が衰退し、その必要性が低いサービスセクターが成長するこ
とで、高所得層の孤立傾向が強まると予想できる。 

 

Country-year-workplace levelのデータを用いて、workplace高所得層の孤立傾向が何によっ
て生じているのか分解する。次の式を推定する： 

Isolation&'(
()*+,% = 𝛽.//Year( + Cat' × Country& + 𝑢&'( ,			𝑘:	Country, 𝑗: Category, 𝑡: Year 

 
年の係数𝛽が、Region FE, Industry FE（およびWorkplace FE）を統制した場合にどの程度減
少するかを見ることで、どの要因がトレンドに貢献しているのかを検討できる（Table 3）。
分析結果からは、Industry FEを統制した場合の変化がより大きく、産業の構成変化がトレ
ンドに 40%程度寄与したことがわかる。 

 

脱産業化と金融化 Deindustrialization and financialization 
 脱産業化に関連する議論は、とくに製造業と、サービス業のなかでも金融業が top 1%の
傾向に寄与していると論じている。そこで、産業別に見た場合、これらの産業ではより高
所得層の孤立傾向が大きく進んだのかをみる（within-industry trend）。先のモデルを次のよ
うに修正したモデルを推定する： 

Isolation&'(
()*+,% = 𝛽'(Cat' × Year() + Cat' × Country& + 𝑢&'( 

その結果、とくに製造業、ついで金融業で孤立傾向が急激に進んだことがわかった（Table 

4）。とくに製造業は上位 10%の孤立傾向が急激に進行しており、金融業では上位 1%の孤
立傾向が強い。 
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職場の再編Workplace restructuring (downsizing) 
 競争圧力の高まりの中で、企業は解雇やアウトソーシング、オフショアリングなどの
downsizingを推進するようになっている。これらを通じて企業のコア業務以外を減らして
いくと、高所得層の孤立傾向が強まると考えられる。 

 

 実際、先の Table 3より、Workplace FEを統制してもなお年の係数が正であることから、
何らかのWithin-workplace effect（各職場が低所得層のシェアを減らしたり、高所得層のシ
ェアを増やしたりする）の存在が示唆される。そこで、職場のダウンサイジング（解雇、
新規雇用の縮小、アウトソーシングなど）がトレンドに寄与するのかどうかを以下の式で
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推定する： 

Isolation0(
()*+,% = 𝛽12 log(Size0) + 𝛽3Year( +𝑤 + 𝑢0( ,			𝑤:	Workplace, 𝑡: Year 

 Table 5 Model 1より、従業員数の対数の係数は負である。つまり、職場の従業員数が少
なくなるほど、Top 10%の孤立傾向は強くなる。 

 
 ただし、職場の従業員数が増えることと減ることには非対称な関係があるかもしれない
（職場の従業員数を減らす際には主として低スキル = 低所得の従業員を減らすため、さ
らに孤立傾向が強まるかもしれない）。そこで、隣接年間の減少率の累積和（Cumulative 

Decrease in workplace Log Size）1の変数を追加で投入する。もしこの値が負であれば、従業
員数が減少したときに、さらに追加で孤立が強まる傾向があるということを意味する。
Model 2の結果はこの仮説を支持する。従業員が減ったときに孤立傾向が強まる傾向は、
（Downsizingの際には低所得層の従業員がより職場からいなくなるゆえに）従業員が増え

 
1 定義：𝐶!,# = ∑ $%$log$𝑛!,$* − log$𝑛!,$%&** < 0.%log$𝑛!,$* − log$𝑛!,$%&*.*$'#

$'( 		for	𝑖 > 1, and	𝐶# =

0	for	𝑖 = 1 
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たときに孤立傾向が弱まる傾向と比べてより強いということである。 

 この結果は Franceのデータを使った Event studyでも確かめられる。Outsourcing, 

offshoring, layoffs, subcontractingを行ったWorkplaceでは、行わなかった workplaceと比べ
ていいずれも有意に Top 10%の孤立傾向が強まっている（Figure 5） 

 

 

Global Cross-Country Evidence 
 上記で述べた要因のほか、次のマクロな要因も高所得層の孤立傾向を促していると考え
られる。 

- 技術革新 Technological change：定型的な仕事が ICTに置き換えられることによっ
て、非定型的でスキルレベルの高い仕事のみを集中して行う企業が現れる。その結
果、高所得層の孤立傾向が進む。 

- グローバル化 Globalization：グローバル化によって高所得国は低スキルの仕事を
低所得国へアウトソースするようになる。その結果、グローバル企業の事業所は
高所得層が集まる先進国の事業所と、低所得層が集まる国外の事業所に分化し、
高所得層の孤立傾向が進む。 

 上記はマクロレベルの趨勢であるため、workplace levelのデータよりは country levelのデ
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ータのほうが適している。Country-year levelのデータを用いて、どのようなマクロ要因が
国レベルの高所得層の孤立傾向に寄与しているのかを分析する。 

Isolation&(
456+,% = 𝑋𝛽 + 𝑡 + Country& + 𝑢&( 

 分析結果は Table 6のとおり。まとめれば、以下の相互に関連する要因が高所得層の孤立
傾向に寄与しているといえる：（1）脱産業化（製造業のシェアの減少）、（2）職場の再編
（従業員数の減少）、（3）デジタル化（ICTストックの増加）。金融業の成長は上位 10%の
孤立傾向にはあまり寄与していないが、上位 1%の孤立傾向には寄与している（前述）。 
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結論 
高所得国では、高所得のエリート層（上位 10%）が他のグループとは隔たった職場に集ま
る分離傾向が強まっている = great separation。とくに 3つの要因がこの傾向に寄与してい
る：脱産業化と製造業セクターの再編、職場のダウンサイジング、デジタル化。金融化は
これと比べるとインパクトは小さいものの、上位 1%の孤立傾向に寄与している。 

 

限界 
- External validityを高めるために、精度が低い国のデータも用いている。 

- Workplace-levelの測定が真に職場での相互作用や結合の程度をみるうえで適してい
るかどうかはわからない2。ただし、データ全体で 58%の労働者は従業員数 200人
未満の事業所で、38%労働者は従業員数 50人未満の事業所で働いており、かなり
小さいユニットを捉えているといえる。 

- 分離が強まったとしても、アウトソースが主たる変化ならば、実際には接触は起こ
っているかもしれない（職場の事務職が直接雇用から派遣社員になっただけ？）。
ただ Franceの分析からは、アウトソースは要因の一部に過ぎないことが示唆され
る。 

- メカニズムの識別についてはもっと正確な指標や複数国での分析が必要。 

 

今後の研究展望 
 本研究で見られた傾向のさらなる原因（労働者の力の衰退？）や結果（地理的分極化？
世代間移動の閉鎖化？接触の減少による社会の分断の深刻化？エリート主義やポピュリズ
ムの強まり？）について今後ますます研究が必要。 

 

コメント 
- リッチなデータを使って新しい Stylized fact、次のさまざまな研究につながる新た
な研究課題を生み出すタイプの研究でとてもおもしろい。今後の研究で First 

paragraphで引用されるであろう研究。 

- AJSでなければ一つひとつがそれぞれ個別の論文になりそうなテーマであり、それ
らがまとめられることで大きなストーリーを導いているという点で、書籍を読んで

 
2 たとえば学校法人学習院の場合は「目白キャンパス」が一つの事業所だが、目白キャンパス

には法人本部・大学・高校・中学・幼稚園がある。幼稚園や中学校、高校の従業員と大学の従

業員が接触する可能性はほぼないし、同じ大学でも異なる学部の教員、教員と職員の接触は少

ない。したがって、もっと細かい単位の測定のほうが望ましいかもしれない。 
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いるかのような印象を受けた。 

- 高所得層の孤立傾向の強まりについてさまざまな仮説が提示されるが、これらの仮
説は必ずしも相互に排他的ではなく、また検証の際に問題となる単位も異なってい
る。それを相互に排他的、あるいは同一の測定単位のもとで無理やり横並びにして
大きさを比較するのではなく、個別のメカニズムに即したさまざまな分析を行うこ
とで検証していくというスタイルが勉強になった（真似できるかどうかは別とし
て）。また、データがなくて一部の国だけしか分析できない場合でも、検証できな
いと諦めず単一国の分析から間接的な証拠を示そうとしている点も見習うべきとこ
ろがある。 

- 引用される論文が軒並みビッグネームなのも参考になった（First paragraphはMarx

と Durkheimからはじまる）。より大きな問いに取り組むときほど、より大きなスト
ーリーを意識する必要があるなあという感想（そうでなくとも大きなストーリーを
意識することは大事ですが）。 


